〇 部分休業制度について
1. 部分休業制度とは
小学校就学の始期に達するまでの子を養育するため１日の勤務時間の一部（勤務時間の始め又は終わりに１日２時間以内）について勤務しないことができる制度。
　　　
2. 部分休業制度のしくみ
(1) 対象となる職員
小学校就学の始期に達するまでの子を養育する職員。ただし下記の職員は部分休業をすることはできない。
　・育児短時間勤務職員等
　
(2)部分休業での勤務形態
ア　正規の勤務時間の始め又は終わりにおいて、３０分を単位として休業する
　　　(分割でも、まとめて２時間でも使用できる)。なお、部分休業時間をカウントの
際には、休憩時間は除いてカウントする。
イ　育児時間を与えられている職員に対する部分休業の承認については、１日につ
き２時間から当該育児時間を減じた時間を超えない範囲内で行う。
ウ　部分休業の１日を通じて２時間を超えない範囲内の制限は、１日の勤務時間を
７時間４５分とする通常の勤務態様を予想してのものであるから、勤務時間が４
時間以内であるような日における部分休業の承認は、原則として、１日を通じて
１時間を超えない範囲で行うものとする。

(3)請求期間等
ア　部分休業が必要な期間について、あらかじめ包括的に請求する。ただし年度を
またがない。請求時期は、少なくとも１ケ月以上前には請求すること。
イ　部分休業の承認の請求は、部分休業承認請求書（様式第５）に必要事項を記入の
うえ、あらかじめ校長に提出をすることにより行う。
ウ　校長は、部分休業の承認について、専決することができる。
エ　校長は、職員から部分休業承認請求書が提出されたときは、速やかに公務の運
営の支障の有無を判断して承認するかどうかを決定し、職員に決定を通知する。
　　　オ　校長は、日々、職員が部分休業をした時間、職員の申請等に基づく部分休業の
承認の取り消しその他の事項について、部分休業整理表（様式第６）により１月
ごとに整理しておく。


　(4)再度の請求
　　　子が小学校就学に達するまで、再度の請求が可能。

　(5)部分休業の取り消し
　　　部分休業は勤務することが前提になっているため、部分休業以外の残勤務時間す
べてについて年次休暇を取得することは認められない。この場合は部分休業を取
り消したうえで１日の年次休暇を取得する。部分休業整理表に取り消す時間を記
入し、本人印・校長印を押印する。
なお、教員が教育公務員特例法第22条第２項に基づく研修を行う場合は、部分休
業を取り消す必要はない。
　
3. 部分休業に伴う給与等の取扱い
（1） 勤務しない時間１時間につき、給与条例第２８条に規定する勤務１時間当たりの給与額を減額する。

（2） 勤勉手当の基準日以前６カ月以内の期間において、職員が部分休業の承認を受けて勤務時間の一部について勤務しなかった日が３０日を超える場合には、その勤務しなかった期間（７時間４５分をもって１日とする。）を勤勉手当の算定基礎となる勤務期間から除算する。

（3） 昇給の取り扱い
フルタイム勤務職員と同様の基準が適用される。

　 (4)退職手当はじめ他の諸手当の取り扱い
　　　部分休業は勤務することが前提になっているため、ほとんどの手当がフルタイム勤
務職員と同様である。

(5) 標準報酬について
育児休業を終了した日において当該育児休業に係る3歳未満の子を養育している者
が希望した場合は、育児休業終了時改定を行います。
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